
 

 

            
共通番号いらないネット 院内集会 第２弾 

●日時 2015年５月８日（金曜日） 
13時00分～14時00分（12時45分開場） 

●会場 衆議院第二議員会館 第２会議室 
※地下鉄「永田町駅」１番出口、「国会議事堂前駅」議員会館通路一般出口、徒歩４分 
※12時45分から13時15分まで議員会館正面入口でメンバーが通行証をお渡しします。

それ以降は受付にお問い合わせください。 
※どなたでも参加できます。 

３党合意って覚えてる？ 社会保障と税の一体改革って方便だったのかな？ 番号法が施
行もされないうちに利用拡大だってさ。番号制度って、これでいいの？ 

自治体の準備が間に合わないって知ってる？ 省令の遅れを言い訳にするなと霞ヶ関が
圧力をかけてるから自治体は声もあげられない。延期した方がいいんじゃない？ 

預貯金口座への付番が、ペイ
オフ対策や社会保障の資力調査
のためだって？ 小さく産んで
大きく育てるのが奴らの常套手
段じゃないか。官僚のポンチ絵
じゃねこもだませないぜ。 

 

主催 共通番号・カードの廃止をめざす市民連絡会 
（略称：共通番号いらないネット） 

仮連絡先 新宿区三栄町 16-4 芝本マンション 403 
Tel. 090-2302-4908 白石孝 

───────── ∞ ──────── ∞ ──────── ∞ ───────── 

声明・共通番号の利用拡大をめざす番号法改正に反対する 
私たちは共通番号（マイナンバー）制度に対し、国家による管理・監視の強化と基本的

人権の侵害、個人情報の大量漏えいや成りすまし被害の発生、医療・社会保障の選別的な
利用抑制と負担の強化、住民自治と自己情報コントロール権の侵害などの危険を指摘し反
対する全国の市民・議員・研究者・医師・弁護士などをネットワークし、共通番号の廃止
をめざして、２０１５年２月２０日、共通番号・カードの廃止をめざす市民連絡会（略称：
共通番号いらないネット）を結成した。 

私たちは、政府が３月１０日に国会へ提出した、番号利用を拡大する改正案に反対し撤

 



 

 

回を求める。 

１ 番号制度実施前にもかかわらず利用拡大する欺瞞的姿勢に抗議し、撤回を求める 
番号法が審議された２０１３年第１８３国会では、政府は預貯金への付番に慎重な答

弁を繰り返していた。また番号法附則第６条の法律施行後３年を目途とした利用拡大規
定についても、３年間の施行の状況をみて知見を集めて検討を加え必要があると認める
ときには拡大すると答弁していた。施行もされないうちに利用拡大を提案することは、
国会答弁を否定するものである。 

２ 実施準備が遅れているなかでの利用拡大に反対し、実施の延期を求める 
共通番号制度実施を前にして準備の遅れがあらわになっている。国は未だに利用事務

の省令も整備できていない。そのため自治体の準備も遅れ、民間事業者の多くは準備す
らはじめていない。 

番号制度を７割が知らないという内閣府の調査結果を受けて政府はあわててＰＲを始
めたが、「実施に間に合うのか」「このまま実施したら漏えいなどが発生するのではない
か」「こんな制度だとは知らなかった」などの声が広がっている。実施の延期と制度の見
直しが必要な中でさらなる利用拡大は許されない。 

３ 不公平の拡大、個人番号の悪用、監視の強化につながる預貯金への付番に反対する 
政府はペイオフ対策や社会保障の資力調査と税務調査のために、預貯金口座に個人番

号を付番し国が預金情報を把握できるようにすると説明している。当面、新規口座開設
に限定し任意で個人番号の告知を求めるとしているが、いずれ告知を義務化しようとし
ている。 

しかし既存の口座すべてへの付番は不可能であり、把握しやすいところからの徴税の
強化や、不公平な資産調査・税務調査になる危険性が指摘されている。また預金口座へ
の付番は個人番号の民間での流通を拡大し個人番号の悪用や漏えいの危険を増大させる
とともに、国家による個人生活の監視をもたらす。 

４ 保護措置が未整備のまま医療分野でのうやむやな利用拡大に反対する 
プライバシー侵害への不安が強い医療・健康情報は、番号法制定時点では利用事務か

ら外し、医療分野についての個人情報保護措置を整備した上で利用を検討することにな
っていたが、未だに保護措置も利用の内容も仕組みも決まっていない。特定健診データ
は医療プライバシー情報であり、医療分野の個人情報保護措置を整備しないままうやむ
やに利用拡大することは許されない。 

５ 税と社会保障での利用から逸脱する利用範囲の拡大に反対する 
番号制度は当面、税・社会保障・災害対策の分野に利用を限定すると説明して番号法

は成立したが、今回この利用分野とは言えない中所得者向け特定優良賃貸住宅の管理に
もうやむやに利用拡大しようとしている。さらに条例事務によりうやむやに自治体から
利用拡大をはかろうとしているが、自治体は国の準備の遅れで利用開始に向けた準備を
間に合わせることさえ苦慮しており、利用拡大を求めるべきではない。 

６ 個人情報保護法との一体法案に反対する 
特定個人情報保護委員会の個人情報保護委員会への改組などを除いて、両法案を一体

で改正しなければならない理由はない。多くの問題がある番号法の利用拡大は施行後に
検討し、別法案で審議すべきである。 

２０１５年４月２３日 
共通番号・カードの廃止をめざす市民連絡会（略称：共通番号いらないネット） 


